
  

 

 

 

平成３０年７月２７日 

 

特定商取引法違反の電話勧誘販売業者に対する業務停
止命令（３か月）及び指示並びに当該業者の使用人に対
する業務禁止命令（３か月）について 
 

 

○ 消費者庁は、「還生源」と称する健康食品（以下「本件商品」といいます。）

を販売する電話勧誘販売業者である健楽園株式会社（本店所在地：東京都豊

島区）（以下「同社」といいます。）に対し、本日、特定商取引に関する法

律の一部を改正する法律による改正前の特定商取引に関する法律（以下「旧

法」といいます。）第２３条第１項及び特定商取引に関する法律（以下「特

定商取引法」といいます。）第２３条第１項の規定に基づき、平成３０年７

月２８日から同年１０月２７日までの３か月間、電話勧誘販売に関する業務

（勧誘、申込受付及び契約締結）を停止するよう命じました。 

 

○ あわせて、同社に対し、特定商取引法第２２条第１項の規定に基づき、次

のとおり指示しました。 

① 同社は、電話勧誘販売により本件商品を購入した者に対し、自社の従業

員が、あたかも、本件商品を摂取することで、認知症やガンの予防若しく

は治療又は症状の改善に効果があるかのように告げていたことがあった

が、実際には本件商品にはそのような効果はない旨を、平成３０年８月２７

日までに通知し、同日までにその通知結果について消費者庁長官宛てに文

書により報告すること。 

② 同社は、旧法第１９条第１項及び特定商取引法第１９条第１項に規定す

る書面の交付義務に違反する行為（記載不備）並びに旧法第２１条第１項

及び特定商取引法第２１条第１項の規定により禁止される「商品の効能」

について不実のことを告げる行為を行っていた。かかる行為は、旧法及び

特定商取引法の禁止するところであることから、今回の違反行為の発生原

因について、調査分析の上検証し、その検証結果について、平成３０年８

月２７日までに、消費者庁長官宛てに文書により報告すること。 

③ 同社は、前記②の各違反行為の再発防止策及び社内のコンプライアンス

体制を構築し、当該再発防止策及び当該コンプライアンス体制について、

前記業務停止命令に係る業務を再開する１か月前までに、消費者庁長官宛

てに文書により報告すること。 
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○ 認定した違反行為は、契約書面の交付義務違反（記載不備）及び商品の効

能に関する事項についての不実告知です。 

 

○ また、消費者庁は、同社の部長である春藤隆に対し、本日、特定商取引法

第２３条の２第１項の規定に基づき、平成３０年７月２８日から同年１０月

２７日までの３か月間、前記業務停止命令により同社に対して業務の停止を

命じた範囲の業務を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を

担当する役員となることを含みます。）の禁止を命じました。 

 

○ 同社に対する業務停止命令及び指示の詳細は別紙１、春藤隆に対する業務

禁止命令の詳細は別紙２のとおりです。 

 

 

１ 同社は、消費者宅に電話をかけ、当該電話において、「還生源」と称する健

康食品の「お試しサンプル品」（以下「本件商品①」といいます。）又は「本

商品」（以下「本件商品②」といいます。）の売買契約の締結についてそれぞ

れ勧誘（以下「電話勧誘行為」といいます。）を行い、当該消費者（以下「電

話勧誘顧客」といいます。）から、本件商品①若しくは本件商品②の売買契約

の申込みを電話により受け、又は電話勧誘顧客との間で本件商品①若しくは

本件商品②の売買契約を電話により締結していることから、同社が行う本件

商品①及び本件商品②の販売は、旧法第２条第３項及び特定商取引法第２条

第３項に規定する電話勧誘販売に該当します。 

 

２ 消費者庁が認定した違反行為は次のとおりです。 

（１）同社は、遅くとも平成２９年１月頃以降、電話勧誘行為により、電話勧

誘顧客と本件商品①の売買契約を締結したときに、購入者に対して本件商

品①の売買契約の内容を明らかにする書面を交付していましたが、当該書

面には次のアからオまでの事項が記載されていませんでした。 

  ア クーリング・オフに関する事項 

  イ 代表者の氏名 

  ウ 売買契約の締結を担当した者の氏名 

  エ 当該書面において赤枠の中に赤字で記載すべき「書面の内容を十分に

読むべき旨」 

  オ 売買契約の解除に関する諸事項 

（契約書面の交付義務違反） 

（２）同社は、本件商品①については遅くとも平成２９年１０月頃以降、本件

商品②については遅くとも同年１１月頃以降、電話勧誘販売に係る本件商

品①及び本件商品②の売買契約の締結について、それぞれ勧誘をするに際
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し、「ガンにならないためにはこれを飲んでいたらいいです。」、「認知症に

も効果があります。」等と、あたかも本件商品①及び本件商品②を摂取する

ことで、認知症やガンの予防若しくは治療又は症状の改善に効果があるか

のように告げていました。 

   消費者庁長官は、前記告知行為について、特定商取引法第２１条の２の

規定に基づき、同社に対し、期間を定めて、当該告知事項の裏付けとなる

合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社は当該期間内に当該

資料を提出しなかったことから、同社が行った当該告知行為は、同条の規

定により、「商品の効能」につき不実のことを告げる行為をしたものとみな

されました。 

（商品の効能に関する事項についての不実告知） 

 

３ また、同社の従業員である春藤隆は、同社が停止を命じられた電話勧誘販

売に関する業務（勧誘、申込受付及び契約締結）を統括する者であり、かつ、

これらの業務の遂行に主導的な役割を果たしていました。 
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【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁とともに特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で

承ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話

を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 
 

北海道経済産業局消費者相談室  電話 ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※ 一部の IP 電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

http://www.kokusen.go.jp/map/index.html 
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                        （別紙１） 

 

健楽園株式会社に対する行政処分の概要 

 

１ 処分対象事業者 

（１）名  称：健楽園株式会社（法人番号 1013301032024） 

（２）代 表 者：代表取締役 與世田 朋史（よせだ ともし） 

（３）本店所在地：東京都豊島区南池袋三丁目１３番５号 

（４）資 本 金：３００万円 

（５）設 立：平成２４年４月５日 

（６）取 引 類 型：電話勧誘販売 

（７）取 扱 商 品：「還生源」と称する健康食品 

 

２ 事業概要 

健楽園株式会社（以下「同社」という。）は、消費者宅に電話をかけ、当該

電話において、「還生源」と称する健康食品の「お試しサンプル品」（以下「本

件商品①」という。）又は「本商品」（以下「本件商品②」という。）の売買契

約の締結についてそれぞれ勧誘（以下「電話勧誘行為」という。）を行い、当

該消費者（以下「電話勧誘顧客」という。）から、本件商品①若しくは本件商

品②の売買契約の申込みを電話により受け、又は電話勧誘顧客との間で本件

商品①若しくは本件商品②の売買契約を電話により締結しており、本件商品

①及び本件商品②の電話勧誘販売を行っていた。 

 

３ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

ア 内容 

特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第２条第３

項に規定する電話勧誘販売に関する業務のうち、次の業務を停止するこ

と。 

① 同社の行う電話勧誘販売に関する売買契約の締結について勧誘する

こと。 

② 同社の行う電話勧誘販売に関する売買契約の申込みを受けること。 

③ 同社の行う電話勧誘販売に関する売買契約を締結すること。 

イ 停止命令の期間 

平成３０年７月２８日から同年１０月２７日まで（３か月間） 

 

（２）指示 

ア 同社は、特定商取引に関する法律の一部を改正する法律による改正前
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の特定商取引に関する法律（以下「旧法」という。）第２条第３項及び特

定商取引法第２条第３項に規定する電話勧誘販売により販売した本件商

品①及び本件商品②を購入した者に対し、「当社の従業員が、あたかも、

当該健康食品を摂取することで、認知症やガンの予防若しくは治療又は

症状の改善に効果があるかのように告げていたことがあったが、実際に

は当該健康食品にはそのような効果はない。」旨を、平成３０年８月２７

日までに通知し、同日までにその通知結果について消費者庁長官宛てに

文書により報告すること。 

イ 同社は、旧法第１９条第１項及び特定商取引法第１９条第１項に規定

する書面の交付義務に違反する行為（記載不備）並びに旧法第２１条第

１項及び特定商取引法第２１条第１項の規定により禁止される「商品の

効能」について不実のことを告げる行為を行っていた。かかる行為は、

旧法及び特定商取引法の禁止するところであることから、今回の違反行

為の発生原因について、調査分析の上検証し、その検証結果について、

平成３０年８月２７日までに、消費者庁長官宛てに文書により報告する

こと。 

ウ 同社は、前記イの各違反行為の再発防止策及びコンプライアンス体制

を構築し、当該再発防止策及び当該コンプライアンス体制について、前

記（１）の業務停止命令に係る業務を再開する１か月前までに、消費者

庁長官宛てに文書により報告すること。 

 

４ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第２２条第１項及び第２３条第１項並びに旧法第２３条第１

項 

 

５ 処分の原因となる事実 

同社は、次のとおり、旧法及び特定商取引法に違反する行為を行っており、

電話勧誘販売により本件商品を購入する者の利益が著しく害されるおそれが

あると認められた。 

（１）契約書面の交付義務違反（旧法第１９条第１項及び特定商取引法第１９

条第１項） 

同社は、遅くとも平成２９年１月頃以降、電話勧誘行為により、電話勧

誘顧客と本件商品①の売買契約を締結したときに、購入者に対して本件商

品①の売買契約の内容を明らかにする文書を交付していたが、当該書面に

は次のアからオまでの事項が記載されていなかった。 

  ア 旧法第１８条第５号に規定する旧法第２４条第１項の規定による売買

契約の解除に関する事項及び特定商取引法第１８条第５号に規定する特

定商取引法第２４条第１項の規定による売買契約の解除に関する事項
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（クーリング・オフに関する事項） 

  イ 特定商取引に関する法律施行規則の一部を改正する命令による改正前

の特定商取引に関する法律施行規則（以下「旧施行規則」という。）第１

７条第１号及び特定商取引に関する法律施行規則（以下「施行規則」と

いう。）第１７条第１号に規定する「代表者の氏名」 

ウ 旧施行規則第１７条第２号及び施行規則第１７条第２号に規定する売

買契約の締結を担当した者の氏名 

エ 旧施行規則第１９条第２項及び施行規則第１９条第２項の規定により

赤枠の中に赤字で記載すべき「書面の内容を十分に読むべき旨」 

オ 旧施行規則第２０条第１項第１号及び施行規則第２０条第１項第１号

に規定する商品の売買契約の解除に関する事項のうちイからヘまでの事

項 

 

（２）商品の効能に関する事項についての不実告知（旧法第２１条第１項及び

特定商取引法第２１条第１項） 

同社は、本件商品①については遅くとも平成２９年１０月頃以降、本件

商品②については遅くとも同年１１月頃以降、旧法第２条第３項及び特定

商取引法第２条第３項に規定する電話勧誘販売に係る本件商品①及び本件

商品②の売買契約の締結について、それぞれ勧誘をするに際し、「ガンにな

らないためにはこれを飲んでいたらいいです。」、「認知症にも効果がありま

す。」等と、あたかも本件商品を摂取することで、認知症やガンの予防若し

くは治療又は症状の改善に効果があるかのように告げていた。 

消費者庁長官は、前記告知行為について、特定商取引法第２１条の２の

規定に基づき、同社に対し、期間を定めて、当該告知事項の裏付けとなる

合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社は当該期間内に、当

該資料を提出しなかった。 

このため、同社の行う旧法第２条第３項及び特定商取引法第２条第３項

に規定する電話勧誘販売における当該告知行為は、特定商取引法第２１条

の２の規定により、旧法第２１条第１項第１号の規定に基づく旧施行規則

第２２条の２第１号及び特定商取引法第２１条第１項第１号の規定に基づ

く施行規則第２２条の２第１号に掲げる「商品の効能」につき、不実のこ

とを告げる行為をしたものとみなされる。 
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６ 勧誘事例（不実告知） 

【事例１】 

同社の従業員Ｚは、平成２９年１０月頃、消費者Ａの自宅に電話をかけ、

Ａに対し、「気になることはありますか。」と聞き、Ａが自らの症状を話

すと、Ｚは、本件商品①の効能について、「ガンにならないためにはこ

れを飲んでいたらいいです。」、「ガンになっても再発を防ぎます。」等と

説明した。ＡがＺに対し、「信用していいですか。」と尋ねると、Ｚは、

「もちろんです。信用してください。キャンペーンでお試しがあります。

１０粒１，０００円です。１０粒でも体が変わります。」等と回答した。

Ａは、Ｚによる説明を聞き、同社との間で、本件商品①に係る売買契約

を締結した。 

 

【事例２】 

同社の従業員Ｙは、平成２９年１１月頃、消費者Ｂの自宅に電話をかけ、

Ｂに対し、本件商品②の効能について、「スーパーポリフェノールの働

きで、血液の流れが良くなります。」、「血管を太く、強くする。」、「認知

症にも効果があります。」等と説明した。Ｂは、Ｙに対し、本件商品②

は高額で購入できない旨回答したが、Ｙは、「分割のお支払で、月々１

３，０００円でいかがでしょうか。」等と勧誘を継続し、Ｂは、同社と

の間で、本件商品②に係る売買契約を締結した。 

 

【事例３】 

同社の従業員Ｘは、平成３０年１月頃、消費者Ｃの自宅に電話をかけ、

Ｃに対し、本件商品②の効能について、「サンプルは届きましたか。お

飲みいただけましたか。」、「この健康商品は、認知症の予防にもなりま

す。」等と説明した。Ｃは、本件商品②の効能に魅力を感じ、「そうだよ

ね。認知症になったら、かなわんよね。できれば認知症になりたくない

よね。」と答えたが、Ｘから本件商品②の販売価格を示され、高額であ

ったことから、売買契約の締結をしなかった。 

 

【事例４】 

同社の従業員Ｗは、平成３０年３月頃、消費者Ｄの自宅に電話をかけ、

Ｄに対し、本件商品①の効能について、「認知症の予防になります。」、「予

防対策として飲んでみてください。」、「まずはお試し１，０００円のも

のを送りますからお金を払ってください。受け取ってください。」等と

説明した。Ｄは、Ｗの説明を聞き、同社との間で、本件商品①に係る売

買契約を締結した。 
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                        （別紙２） 

 

春藤 隆に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  健楽園株式会社 部長 春藤 隆（以下「同人」という。） 

 

２ 処分の内容 

（１）業務禁止命令の内容 

   特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第２条第３項

に規定する電話勧誘販売に関する業務のうち、次の業務を新たに開始する

こと（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含む。）

を禁止する。 

  ア 電話勧誘販売に関する売買契約の締結について勧誘すること。 

  イ 電話勧誘販売に関する売買契約の申込みを受けること。 

  ウ 電話勧誘販売に関する売買契約を締結すること。 

（２）業務禁止命令の期間 

   平成３０年７月２８日から同年１０月２７日まで（３か月間） 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第２３条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）消費者庁長官は、別紙１のとおり、健楽園株式会社（以下「同社」とい

う。）に対し、特定商取引に関する法律の一部を改正する法律による改正前

の特定商取引に関する法律第２３条第１項及び特定商取引法第２３条第１

項の規定に基づき、同社が行う電話勧誘販売に関する業務を停止すべき旨

を命じた。 

（２）同人は、同社が停止を命じられた前記（１）の電話勧誘販売に関する業

務（勧誘、申込受付及び契約締結）を統括する者であり、かつ、これらの

業務の遂行に主導的な役割を果たしていた。 
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